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Ａ. 研究目的 

 

特定健康診査・特定保健指導は制度導入

時から実施率は上昇したものの、近年は横

ばいの状況になっている。今後、実施率の

向上を通じて、メタボリックシンドローム

該当者割合を一層減少させ、住民や勤労者

の健康課題の解決に資する事業設計とする

ことが求められる。 

このような背景のもと、本研究では保健

事業の核となる特定健康診査・特定保健指

導の効果を最大化する要素を抽出し、今後

の制度設計に資することを目的とする。１

年度は自治体における特定健診の実施率

（アウトプット）、２年度は職場の特定保

健指導による健康改善（アウトカム）の観

点から分析を行う。 

 

Ｂ． 研究方法 

 

１ 自治体における特定健診の実施率分析 

（１）対象 

A県の35市町村国民健康保険 

（２）方法 

①市町村国保の保健事業の担当者に研究の

趣旨および概要を説明した。 

②市町村が実施している特定健康診査の方

法および体制について、それぞれの市町

村担当者が整理表に記載した。新型コロ

ナ禍の影響を鑑みて、過去３年分とし

た。 

研究要旨 

本研究では、保健事業の核となる特定健康診査・特定保健指導の効果を最大化する要

素を抽出し、今後の制度設計に資することを目的とし、1年度は自治体における特定健診

の実施率を向上させる要素分析を、2年度は被用者保険における特定保健指導の効果分析

を行った。 

その結果、市町村による取組状況と特定健診実施率との明確な関連を示す項目は一部

であった。国保新規加入者に対して、加入手続きの際に健診の案内の「あり」の市町村

は「なし」に比べて健診実施率が5ポイント以上高く、健診会場までの移動手段を提供し

ている場合に集団健診実施率は11ポイント高かった。本研究を通じて特定健康診査の実

施率に関する現場の工夫が明文化されたことで、知見の抽出につながった一方で、取組

と特定健診の実施率に明確な関連を見出すのは困難であった。今後、取組に割り当てた

カテゴリーの充実も含めて、施策情報を標準化していくことが重要と考えられる。 

被用者保険における特定保健指導の効果分析結果からは、内臓脂肪症候群の該当者割

合を下げるために、特定保健指導の実施率、特定保健指導による改善率いずれも上げて

いくことの必要性が示唆された。特定保健指導の実施率すなわち「量」と特定保健指導

による改善率すなわち「質」の間に相関は認められなかった。特定保健指導の「量」

「質」を共に上げていくことで、内臓脂肪症候群の該当者割合というアウトカム改善に

つながると考えられ、今後は特定保健指導の改善率を上げることを重視した保健事業の

さらなる推進が必要といえる。 

行政的な意義としては、実施率を上げる現場での取組が明文化され、知見として共有

されれば、市町村格差の是正や事業設計の負担軽減につながる。また、第4期特定健康診

査・特定保健指導でも重視されるアウトカムを向上させるために必要な要素を抽出し、

知見として体系化する研究を引き続き進めていく。 



③保健事業に精通する4名の専門家チーム

が整理表を確認し、実施率向上の視点か

ら実施している取組をカテゴリー化し、

県内市町村向けアンケート調査票を設計

した。 

④さらに、県内で実施率およびその伸びが

大きい２市町と県庁にヒアリングを行

い、整理表に記載された内容の理解を深

め、市町村の現況に応じたアンケート項

目（表現を含む）になるよう努めた。 

⑤県内の市町村にアンケート調査を実施

し、特定健康診査の実施率を向上させる

ための取組の実施状況について把握し

た。 

⑥アンケート調査結果と特定健診の実施率

を比較して、実施率を上げる可能性があ

る要素を検討した 

 

２ 健康保険組合による特定保健指導の効

果分析 

（１）対象 

第2期データヘルス計画の中間評価にお

いて「データヘルス・ポータルサイト」

（健康保険組合の共通様式）に共通の評価

指標を入力した845の健康保険組合を対象

とした。健康保険組合の共通評価指標のデ

ータを用いて、保険者の属性による影響を

考慮したうえで、特定保健指導の実施率、

改善率と内臓脂肪症候群該当者割合との関

係を分析した。 

（２）方法 

共通の評価指標5指標のうち、「特定保

健指導実施率」および「特定保健指導によ

る特定保健指導対象者の減少率」の高低に

より組合を4群に分類し、4群間での「内臓

脂肪症候群該当者割合」の違いを比較し

た。群間比較においては、共分散分析によ

り加入者数の対数、被保険者の男性割合、

被保険者の平均年齢、特定健診実施率を共

変量として調整したうえで比較した。 

 

３ 共済組合による特定保健指導の効果分

析 

（１）対象 

被保険者の基本情報、2年分（令和2年

度・3年度）の特定健診・特定保健指導デ

ータ。当該年度の保健指導の利用者、かつ

翌年度に特定健診を受診している者。 

（２）方法 

①行動計画による成果の比較 

 設定した行動計画及びその改善による翌

年度の健診結果の違いを検証する。 

②モニタリング状況による成果の比較 

 モニタリング状況の違いによる翌年度の

健診結果の違いを検証する。 

 

（倫理面への配慮） 

情報管理については関連の制度・ガイドラ

インを順守して行う。なお、本研究では、

個人情報は扱わない。 

 

Ｃ．研究結果 

 

１ 特定健康診査の実施率分析 

市町村による取組状況と特定健診実施率

との明確な関連を示す項目は一部であっ

た。国保新規加入者に対して、加入手続き

の際に健診の案内の「あり」の市町村は、

「なし」に比べて健診実施率が5ポイント

以上高くなっていた。また、健診会場まで

の移動手段を提供している場合には、提供

していない市町村に比べて、集団健診実施

率は11ポイント高かった。本研究を通じて

特定健康診査の実施率に関する現場の工夫

が明文化されたことで、知見の抽出につな

がった一方で、取組と特定健診の実施率に

明確な関連を見出すのは困難であった。今

後、取組に割り当てたカテゴリーの充実も

含めて、情報を標準化していくことが重要

と考えられる。 

 

２ 特定保健指導の効果分析結果 

内臓脂肪症候群該当者割合は被保険者に

おける男性割合、平均年齢および特定保健

指導対象者割合と有意な正の相関が認めら

れ、特定健康診査実施率、特定保健指導実

施率、特定保健指導による特定保健指導対

象者の減少率とは有意な負の相関が認めら

れた。特定健康診査および特定保健指導の

実施率は加入者数の対数と負の相関が認め

られた。また、特定保健指導実施率と特定

保健指導による特定保健指導対象者の減少

率には有意な相関は認められなかった。 

また、内臓脂肪症候群該当者割合（令和

元年度）における特定保健指導（平成30年

度）の実施率と改善率の高低で分類した4

群間の差異を共分散分析にて比較検定した

ところ、実施率・改善率いずれも低い群と

比較して、実施率・改善率のいずれかが高

い他の3群は内臓脂肪症候群該当者割合が



有意に低く、実施率・改善率いずれも高い

群は翌年度の内臓脂肪症候群該当者割合が

最も低いことが確認された。 

 一方、特定保健指導おいて設定した行動

計画別の検査値の変化については、飲酒は

喫煙などを設定した場合に中性脂肪や

HbA1cが未設定者に比較して改善している

傾向があった。設定した行動計画が改善し

た場合にも、体重や脂質の改善傾向がうか

がえた。また、運動や腹囲、血圧、血糖の

モニタリングは該当するリスク改善にプラ

スに働いていた。 

 

Ｄ．考察 

 

特定健康診査の実施率に関する現場の工

夫が明文化されたことで、知見の抽出につ

ながった一方で、取組と特定健診の実施率

に明確な関連を見出すのは困難であった。

今後、取組に割り当てたカテゴリーの充実

も含めて、情報を標準化していくことが重

要と考えられる。今回は１つの県での特定

健診に関する試行であり、今後は他県や他

の保健事業での検証を進めていく。 

被用者保険における特定保健指導の効果

分析結果からは、内臓脂肪症候群の該当者

割合を下げるために、特定保健指導の実施

率、特定保健指導による改善率いずれも上

げていくことの必要性が示唆された。特定

保健指導の実施率すなわち「量」と特定保

健指導による改善率すなわち「質」の間に

相関は認められなかった。特定保健指導の

「量」「質」を共に上げていくことで、内

臓脂肪症候群の該当者割合というアウトカ

ム改善につながると考えられ、今後は特定

保健指導の改善率を上げることを重視した

保健事業のさらなる推進が必要といえる。 

行政的な意義として、本研究成果は効果

的・効率的な制度設計のための基礎資料に

なると考えられる。また、効果を上げる現

場での取組が明文化され、知見として共有

されれば、保険者格差の是正につながるこ

とが期待される。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、特定健康診査・特定保健指

導の効果を上げる構造や知見の明文化を行

った。引き続き、保健事業の効果を最大化

するための実証研究を進める必要性が示さ

れた。特に、第4期特定健康診査・特定保

健指導で重視されるアウトカムを向上させ

るための必要な要素を抽出し、知見として

体系化する研究を引き続き進めていく。 

 

Ｆ．健康危機情報 

特になし。 
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